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1.  平成23年2月期の連結業績（平成22年2月21日～平成23年2月20日） 

（注） 売上高が大幅に減少しているのは、平成22年8月21日をもってスーパーマーケット事業を分社しイオン株式会社へ事業承継したことによるものです。 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年2月期 121,971 △15.5 2,238 △3.3 2,282 △7.3 1,209 90.1
22年2月期 144,338 △2.3 2,313 26.7 2,462 31.9 636 22.5

（注）包括利益 23年2月期 ―百万円 （―％） 22年2月期 ―百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年2月期 35.46 35.45 5.9 5.2 1.8
22年2月期 19.66 ― 3.3 5.3 1.6

（参考） 持分法投資損益 23年2月期  ―百万円 22年2月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年2月期 41,698 21,773 52.2 627.95
22年2月期 45,603 19,403 42.5 599.55

（参考） 自己資本   23年2月期  21,766百万円 22年2月期  19,403百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年2月期 878 △876 △599 3,418
22年2月期 2,361 △628 △1,314 4,157

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年2月期 ― 4.00 ― 4.00 8.00 258 40.7 1.3
23年2月期 ― 4.00 ― 4.00 8.00 277 22.6 1.3

24年2月期(予想) ― 4.00 ― 4.00 8.00 69.3

3.  平成24年2月期の連結業績予想（平成23年2月21日～平成24年2月20日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

通期 107,500 △11.9 2,400 7.2 2,500 9.6 400 △66.9 11.54

－ 1 －



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

〔(注) 詳細は、21ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

〔(注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、30ページ「１株当たり情報」をご覧ください。〕 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年2月期 34,682,678 株 22年2月期 32,381,678 株

② 期末自己株式数 23年2月期 20,583 株 22年2月期 18,613 株

③ 期中平均株式数 23年2月期 34,107,968 株 22年2月期 32,363,252 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年2月期の個別業績（平成22年2月21日～平成23年2月20日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年2月期 120,272 △15.9 2,183 △6.1 2,244 △10.7 1,159 70.6
22年2月期 143,004 △2.1 2,325 41.2 2,513 45.4 679 32.3

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年2月期 33.99 33.98
22年2月期 21.00 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年2月期 40,865 21,171 51.8 610.60
22年2月期 44,854 18,851 42.0 582.51

（参考） 自己資本 23年2月期  21,164百万円 22年2月期  18,851百万円

2.  平成24年2月期の個別業績予想（平成23年2月21日～平成24年2月20日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きは終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後の様々な要因によって大きく異なる結果と
なる可能性があります。業績予想の前提条件その他に関連する事項については、添付資料４ページを参照してください。 
また、第２四半期累計期間の業績予想（連結・個別）については、東日本大震災の影響が不透明な状況なため、業績に与える影響額が判明次第、速やかに開
示させていただきます。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

通期 106,000 △11.9 2,400 9.9 2,500 11.4 400 △65.5 11.54

－ 2 －



① 当期の概況 

当連結会計年度におけるドラッグストア業界及びスーパーマーケット業界は、節約志向とデフレ状態

が続くなかで、他業態を巻き込んだ競争の激化等、依然として厳しい状況が続いております。このよう

ななかで、当社は平成２２年３月にイオン株式会社（以下イオンと略称）との業務・資本提携関係の強

化を図り、イオンの当社に対する出資比率を第三者割当増資等により５１％を目処とする過半数とする

とともに、イオングループＨ＆ＢＣ事業の中核会社となり、新たな成長・発展を目指すことといたしま

した。また、平成２２年８月２１日をもってスーパーマーケット事業を分社してイオンへ事業承継し、

当社はドラッグストア事業に特化する企業として新たなスタートを切りました。 

当連結会計年度においては、スーパーマーケット事業の分社に伴い同部門の売上が８月２１日以降な

くなったことから、売上高は前連結会計年度に比し１５．５％の減少となりました。ドラッグストア事

業部門の売上は、特に前半における天候不良の影響、昨年の新型インフルエンザ関連需要の反動等の影

響がありましたものの、下期の回復傾向もあって前期比０．５％の減少にとどまっております。そのな

かで調剤部門の売上は前期比９．８％増と引き続き順調に推移しました。一方、販売費及び一般管理費

につきましては、スーパーマーケット事業にかかる経費の減少や人件費をはじめ営業費、設備活動費の

抑制を継続することにより前期比１４．５％の減少となりましたが、営業利益は売上減少に伴う粗利益

額の減少とスーパーマーケット事業の分社による一時経費の発生から前期比３．３％の減少を余儀なく

されました。  

 ドラッグストア店舗につきましては、既存のエリアへの出店を強めるとともに、中部エリア（東海３

県）への初の出店を含め合計１４店舗を出店し、また既存店の転換による新業態店舗「れこっず」１号

店の出店を行い、一方不採算の４店舗を閉店しました。この結果、当連結会計年度末の店舗数は、神奈

川県１３７店、静岡県８６店、東京都ほか３２店計２５５店舗となりました。なお、調剤併設化を推進

したことにより前連結会計年度に比べ調剤取扱店舗は１０店舗増加し、８３店舗となりました。  

  これらの結果、当連結会計年度の売上高は１，２１９億７１百万円（前期比１５．５％減）となり、

連結営業利益は２２億３８百万円（同３.３％減）、連結経常利益は２２億８２百万円（同７.３％減）

に、また、連結当期純利益は在庫評価方法の変更に伴う特別損失などがなかったことから前連結会計年

度に比し９０．１％増の１２億９百万円となりました。  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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（事業区分別の状況） 

ドラッグストア事業では創業以来掲げてきた専門性の高いドラッグストアの創造、「トータルヘルス

ケアのリーディングカンパニー」の実現を引き続きテーマと掲げ、都市型、郊外型店舗モデルの確立と

店舗モデルに応じた戦略の展開を図るとともに、季節商品の販売を含め店舗営業力の強化と収益基盤の

確立に向けた諸施策の徹底を引き続き図ってまいりました。 

店舗につきましては、「ハックドラッグ葉山一色店」（神奈川県三浦郡）や「ハックドラッグ伊豆修

善寺店」（静岡県伊豆市）をはじめとして既存のエリアへの出店を強めるとともに、浜松エリアではイ

オンモールとの初の本格取組となる「ハックドラッグ イオンモール浜松志都呂店」（浜松市西区）

を、また中部エリア（東海３県）で初の出店となる「ハックドラッグ パワーセンター松阪店」（三重

県松阪市）をそれぞれ出店するとともに、在宅調剤事業への取組を強化するため「ハックドラッグ鵠沼

調剤薬局」（神奈川県藤沢市）を開局しました。また、都市型店舗、郊外型店舗モデルの確立へ向けて

の大型改装、調剤併設化のための改装に引き続き取り組むとともに、ミニストップ株式会社、タキヤ株

式会社との提携によるコンビニエンスストアとドラッグストアの融合による新業態店舗の１号店として

ハックドラッグ店舗の改装により「れこっず磯子広町店」（横浜市磯子区）をオープンさせました。  

 この結果、ドラッグストア事業の売上高は前連結会計年度と比べ０．５％減の１，００１億３０百万

円となりました。  

スーパーマーケット事業（スーパーマーケット及びコンボ）は前述のとおり平成２２年８月２１日を

もってイオンに事業承継いたしましたが、事業承継に至るまでの間、地域密着型スーパーマーケットと

して、お客様に支持していただける店舗作りに注力しました。また、新店の「キミサワグラッテ香貫

店」（静岡県沼津市）のオープンへ向けて取り組むとともに、収益基盤の強化を図るため８月２０日を

もって「キミサワ静岡豊田店」（静岡市駿河区）、「キミサワ自由が丘奥沢店」（東京都目黒区）を閉

店しました。この結果分社により承継された店舗は建替えのため一時閉店した「キミサワ沼津香貫店」

を含め２４店舗となりました。 

 スーパーマーケット事業の売上高は、８月２１日以降の売上がなくなったことから、前連結会計年度

と比べ５４．２％減の１８８億６７百万円となりました。   

ドーナツ製造販売（ミスタードーナツ加盟店）の売上高は、消費低迷が続くなか販促政策が一定の効

果をあげたものの猛暑の影響等により前連結会計年度に比べ５．６％減の１０億７９百万円となりまし

た。また商品供給他の売上高は、９億９３百万円（同２４．１％増）、その他事業の売上高は９億円

（同８１．６％増）となりました。 

  

② 次期の見通し 

次期は今般策定した中期３カ年経営計画の初年度として、成長戦略の実現に向けて既存のエリアにお

ける収益力の強化を図るとともに首都圏ならびに中部エリア（東海３県）への出店、新業態店舗「れこ

っず」の展開を加速させてまいります。また、重点施策として都市型・郊外型店舗モデルの水平展開、

調剤併設化の継続と在宅調剤への取組を強化するとともに、イオングループ各社との連携と経営資源の

有効活用を図ってまいります。新規出店数は３５店舗程度を予定しております。 

次期の業績につきましては、連結売上高１，０７５億円、連結営業利益２４億円、連結経常利益２５

億円を、また連結当期純利益は資産除去債務の計上等を織り込み４億円を見込んでおります。 

  

・ドラッグストア事業

・スーパーマーケット事業

・ドーナツ製造販売、商品供給他、その他事業
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① 資産、負債及び純資産の状況 

平成２２年８月２１日のスーパーマーケット事業の事業承継により資産５３億５１百万円、負債４５

億５７百万円が減少しました。これらの結果、当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ

３９億４百万円減少し４１６億９８百万円となりました。主な増加・減少は、「受取手形及び売掛金」

が３億８９百万円、「投資有価証券」が１億８２百万円増加し、「有形固定資産」が１４億６３百万

円、「差入保証金」が１８億４４百万円減少しました。 

負債は、「支払手形及び買掛金」が２３億８０百万円、「未払法人税等」が５億７３百万円、「長期

預り保証金」が６億円及び「長期借入金」が１８億６５百万円減少したこと等から、前連結会計年度末

に比べ６２億７４百万円減少し１９９億２４百万円となりました。 

純資産は、第三者割当増資により「資本金」及び「資本剰余金」がそれぞれ６億９０百万円増加し、

また「利益剰余金」が９億４１百万円増加したことから、前連結会計年度末に比べ２３億６９百万円増

加し２１７億７３百万円となりました。この結果、自己資本比率は前連結会計年度に比べ９．７ポイン

ト上昇し５２．２％となりました。 

  

② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度の連結キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。 

(単位：百万円) 

 
  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

営業活動の結果、得られた資金は８億７８百万円（前連結会計年度比１４億８２百万円の減少）と

なりました。これは、主に税金等調整前当期純利益が１８億８４百万円になったものの、売上債権が

３億８９百万円、たな卸資産が８億６３百万円増加したこと等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、使用した資金は８億７６百万円（前連結会計年度比２億４８百万円の増加）とな

りました。これは、主にイオンキミサワ株式をイオン株式会社へ譲渡したことによる投資有価証券の

売却収入が１０億４百万円あったものの、新規出店等による有形固定資産の取得が１６億５２百万円

あったこと等によるものであります。 

  

(2) 財政状態に関する分析

当連結会計年度 前連結会計年度 増 減

営業活動によるキャッシュ・フロー 878     2,361 △ 1,482

投資活動によるキャッシュ・フロー △   876 △    628 △  248

財務活動によるキャッシュ・フロー △   599 △  1,314  715

現金及び現金同等物の増減額 △   597 418 △ 1,015

現金及び現金同等物の期首残高 4,157 3,739 418

会社分割に伴う現金及び現金同等物の減少額 △   142 ― △  142

現金及び現金同等物の期末残高 3,418  4,157 △  739
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、使用した資金は５億９９百万円（前連結会計年度比７億１５百万円の減少）とな

りました。これは、株式の発行による収入が１３億８０百万円があったものの、長期借入金の返済に

よる支出が１７億１０百万円及び配当金の支払額が２億６８百万円あったこと等によるものでありま

す。 

以上の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、会社分割に伴う１億４２百万円の減少額

を含め前連結会計年度末に比べ７億３９百万円減少し、３４億１８百万円となりました。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
（注）各指標の算出方法は次のとおりであり、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
・自己資本比率             ：自己資本／総資産 
・時価ベースの自己資本比率      ：株式時価総額／総資産 
・キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
・インタレスト・カバレッジ・レシオ  ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
＊株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。  
＊営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている営業活動によるキャッシュ・フロ

ーを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての
負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用し
ております。 

  

配当につきましては、激変する流通業界にあって今後の事業展開、企業体質の強化を考慮しつつ、企

業収益の状況、配当性向等も総合的に勘案し、安定した配当を継続的に実施することを方針としており

ます。  

 内部留保資金につきましては、新規出店、既存店の改装等による営業力強化と収益基盤強化のため、

有効に投資してまいります。  

 このような方針のもとで、当期の期末配当金につきましては、期初に発表いたしましたとおり１株当

たり４円の配当とすることを予定しています。  

 また、次期の剰余金の配当につきましては、成長戦略に向けた積極的な出店を実行していくなか次期

の業績を総合的に勘案し中間配当金として１株当たり４円、期末配当金として４円、年間としては１株

当たり８円の配当を予定しております。 

  

平成19年  

２月期

平成20年  

２月期

平成21年  

２月期

平成22年  

２月期

平成23年  

２月期

自己資本比率(％) 33.7 35.7 40.9 42.5 52.2

時価ベースの自己資本比率(％) 36.4 30.7 42.4 31.4 37.9

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(年) 16.0 3.5 2.1 2.3 4.2

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 4.4 16.5 27.9 27.1 13.6

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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当社グループの事業および財政状態等に影響を及ぼす可能性のある主なリスクは以下のとおりであり

ます。当社グループは、これらのリスクを十分認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に

最大限の努力をしてまいります。なお、文中における将来に関する事項は当連結会計年度末現在におい

て、当社グループが判断したものであります。 

  

  ① 自然災害、天候について 

当社グループの主力事業であるドラッグストア事業は、天候状況によって消費者の購買行動の影響

を受けやすい商品が多く、冷夏・暖冬等の天候不順によっては、売上の低迷をもたらし、当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、自然災害に対する備えとして、防災マニュアルを

作成し、従業員等への教育による危機管理意識の徹底に努めていますが、地震・洪水・台風等の不測

の災害によって店舗等の事業所が損害を受けた場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  ② 法的規制について 

当社グループは、「薬事法」、「食品衛生法」、「製造物責任法（ＰＬ法)」、「容器包装リサイ

クル法」、「個人情報保護法」、「大規模小売店舗立地法」等の法的規制を受けております。当社グ

ループはこれらの法的規制の遵守を引き続き徹底してまいりますが、今後、これらの規制の強化によ

り、事業活動が制限されたり、コスト負担増となる場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  ③ 薬剤師等の確保について 

平成２１年６月より施行された改正薬事法の下で医薬品の販売体制は大きく変わり、また一方で規

制緩和の動きもあります。このような環境の変化に対応しつつ、店舗網の拡大や調剤併設店舗の強化

を図っていくためには、薬剤師や登録販売者の確保が必要とされ、当社グループはその確保に努めて

おります。しかしながら、薬剤師や登録販売者の確保の状況によっては出店政策及び営業活動等に影

響を及ぼす可能性があります。 

  

  ④ 調剤業務について 

当社グループの店舗のうち、調剤専門薬局及び調剤併設店舗におきましては、新調剤支援システム

の導入を進めており、電子薬歴、バーコードによる処方薬のピッキングシステム等により、調剤業務

の安全性の向上に努めております。また、カウンセリング力の強化や調剤業務の標準化等を図るため

調剤研修センターにおける教育、研修の徹底を図っておりますが、処方薬の不良・調合ミス等によ

り、将来万が一重大な事故があった場合、当社グループの社会的信用の低下等により、業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

  

(4) 事業等のリスク
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  ⑤ 食の安全性について 

当社グループは、加工食品、日配食品、一部の生鮮食品等の商品を販売しております。近年、輸入

加工食品等への有害物質の混入問題や産地偽装等食の安全性に係る問題から、消費者の「安全・安

心」に対する要求が一段と高まっており、お客様からの信頼を高めるため品質管理・商品管理体制を

引き続き強化してまいります。しかしながら今後品質問題等により食品の生産、流通に支障が生じた

場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  ⑥ 店舗展開について 

当社グループは、今後も新しい店舗を積極的に出店していく予定でありますが、出店先である駅ビ

ルや郊外店等の開店が賃借先の事情など様々な要因により遅れる場合があります。出店数及びその集

客状況、あるいは消費動向によっては、当社グループの利益計画に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、健全な利益計画を推進するための不採算店の閉鎖及び業態変更等に伴い、特別損失が発生し

業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

  ⑦ 顧客情報の管理について 

当社グループは、調剤に係る薬歴情報及びポイントカード会員の個人情報を保有しております。個

人情報の保護についてはプライバシーマークの認定も受けておりますが、個人情報はもとより情報の

取り扱いについては、情報文書管理責任者を選任し、情報の管理・保管等を徹底し万全を期しており

ます。しかしながら、コンピュータシステムのトラブルによる情報流出や犯罪行為等による情報漏洩

が発生した場合、当社グループの社会的信用の低下等により、業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

   ⑧ 資産の減損処理について 

当社グループは、多くの店舗展開をしておりますが、店舗等で収益性が低下した場合、減損会計の

適用により対象となる資産または資産グループに対して、固定資産の減損処理が必要になる可能性が

あります。これにより、当社グループの業績及び財務状態に影響を及ぼす可能性があります。 
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当社の企業集団は、当社、子会社６社及び関連会社１社から構成され、医薬品、化粧品、日用雑貨品及

び加工食品、一部の生鮮食品等の食料品等の小売業ならびにその他の事業活動を展開しております。ま

た、当社は平成２２年３月に新たな成長へ向けてイオン株式会社（以下イオンと略称）との業務・資本提

携関係の強化を図り、同社の子会社となりました。 

 当社を中心とした企業集団が営んでいる主な事業内容は、次のとおりであります。 

 

事業系統図で示しますと次のとおりであります。 

  
 

  
（注）１．当社は、平成22年８月21日をもってスーパーマーケット事業を分社し、イオンへ事業承継 

      し、ドラッグストア事業に特化する企業となりました。 

   ２．事業活動を休止していた㈱きずなフーズは、平成23年２月に清算手続きを結了いたしまし    

     た。 

2. 企業集団の状況

業態 会社名 主な事業の内容

商品小売業 (株)ＣＦＳコーポレーション (連結財務諸表提出会社) ドラッグストア

(株)ヤン・ヤン (連結子会社) 菓子等の販売

(株)ホーム・ファーマシー (非連結子会社) 在宅調剤を主とする調剤薬局

その他 (株)きずな総合開発 (連結子会社) 店舗開発及び管理運営

(株)きずなインシュアランス (非連結子会社) 損害保険等代理

(株)ＣＦＳサンズ (非連結子会社) 店舗内作業等の受託

(株)函南ショッピングセンター (非連結子会社) 不動産賃貸

(株)れこっず (持分法非適用関連会社) 新業態店舗の開発及びFC事業の展開

イオン(株) (親会社) 純粋持株会社

[事業系統図]
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当社グループは、『“ＫＩＺＵＮＡ”ＣＲＥＡＴＩＯＮ－新しい「絆」の創造』を経営理念として掲

げ、日々の営業活動を通じ『お客様との「絆」を深め、時代との「絆」を高め、働く人と人との「絆」

を強め、地域社会との「絆」を築く』ことを目指しております。また、お客様へ提供する商品・サービ

スにおいてはもとより企業活動のすべての面においてクリーン（＝透明性）の徹底を基本においており

ます。  

 これらの経営理念のもと、常に「安全」で「安心」な商品とサービスを提供することによるお客様か

らの「信頼」を最も重要な価値として、地域の人々の健康で豊かな暮らしに貢献し、また多様化するお

客様のライフスタイルに対応することにより、お客様の生活の場になくてはならない存在となることを

目指すものであります。  

 そして、これらの実践を踏まえ、お客様とともに日々前進していくことが、当社の企業価値の向上に

つながっていくものと考えております。    

  

当社は、イオングループの中期経営計画に連動する中期３カ年経営計画を策定いたしましたが、この

中期経営計画の最終年度である平成２６年２月期の数値目標は営業収益１３４０億円、経常利益３３億

円としております。この目標達成に向けて初年度である平成２４年２月期を、既存エリアにおける収益

力の強化と成長戦略を担う店舗展開等をスタートさせる年としてまいります。 

  

当社は、中期３カ年経営計画に基づき成長戦略への取組を強化してまいります。すなわち、当社が創

業以来目指してきた専門性の高いドラッグストアの創造をより一層強化するとともに、調剤併設化の推

進、在宅を含む調剤事業の強化、医療分野の関連ビジネスへの本格参入を進め、これらを通じて地域医

療への貢献を目指します。                                 

このような成長戦略を実現するための諸施策の遂行にあたっては、イオングループのＨ＆ＢＣ事業の

中核会社として、グループ各社との連携を強化するとともに、その経営資源を全面的に有効活用してま

いります。また、スーパーマーケット事業の分社によりドラッグストア単一事業になったことに伴う管

理体制・コスト構造の見直しを図ってまいります。  

 出店戦略としては、新たに中部エリア（東海３県）への出店を図るほか、新業態店舗「れこっず」の

首都圏を中心とする展開を進めてまいります。特にイオングループのドラッグストア空白地帯となって

いる中部エリア（東海３県）では、積極的に事業展開を加速させてまいります。 

  

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題
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4. 連結財務諸表

(1)連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年２月20日)

当連結会計年度
(平成23年２月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,157 3,418

受取手形及び売掛金 2,773 3,162

商品及び製品 10,870 10,889

繰延税金資産 1,115 788

その他 1,841 2,424

貸倒引当金 △0 △1

流動資産合計 20,757 20,682

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 16,299 13,441

減価償却累計額 △11,024 △8,653

建物及び構築物（純額） 5,275 4,787

工具、器具及び備品 3,947 3,158

減価償却累計額 △3,239 △2,443

工具、器具及び備品（純額） 708 714

土地 4,817 3,547

建設仮勘定 137 255

その他 329 88

減価償却累計額 △269 △78

その他（純額） 59 9

リース資産 － 235

減価償却累計額 － △14

リース資産（純額） － 220

有形固定資産合計 10,998 9,535

無形固定資産 544 478

投資その他の資産

投資有価証券 ※1, ※2 803 ※1, ※2 985

長期貸付金 1,475 1,173

長期前払費用 470 326

差入保証金 9,761 7,917

繰延税金資産 796 626

その他 26 3

貸倒引当金 △31 △31

投資その他の資産合計 13,302 11,001

固定資産合計 24,845 21,015

資産合計 45,603 41,698
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年２月20日)

当連結会計年度
(平成23年２月20日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2 12,437 ※2 10,057

1年内返済予定の長期借入金 1,710 1,865

未払法人税等 599 26

賞与引当金 593 449

未払金 2,028 1,618

店舗閉鎖損失引当金 246 125

その他 2,304 1,920

流動負債合計 19,919 16,061

固定負債

長期借入金 3,725 1,860

退職給付引当金 1,015 571

長期預り保証金 1,381 780

繰延税金負債 0 －

その他 158 651

固定負債合計 6,280 3,863

負債合計 26,199 19,924

純資産の部

株主資本

資本金 6,401 7,092

資本剰余金 5,686 6,377

利益剰余金 7,430 8,372

自己株式 △12 △13

株主資本合計 19,506 21,827

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △103 △61

評価・換算差額等合計 △103 △61

新株予約権 － 6

純資産合計 19,403 21,773

負債純資産合計 45,603 41,698

㈱ＣＦＳコーポレーション （8229） 平成23年度２月期決算短信

－ 12 －



(2)連結損益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年２月21日
至 平成22年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年２月21日
至 平成23年２月20日)

売上高 144,338 121,971

売上原価 ※1 103,111 86,456

売上総利益 41,227 35,515

販売費及び一般管理費 ※2 38,913 ※2 33,277

営業利益 2,313 2,238

営業外収益

受取利息 53 44

受取配当金 86 28

固定資産受贈益 28 40

その他 96 76

営業外収益合計 265 190

営業外費用

支払利息 91 71

店舗閉鎖損失 － 30

その他 24 45

営業外費用合計 115 146

経常利益 2,462 2,282

特別利益

店舗閉鎖損失引当金戻入額 78 33

違約金収入 14 64

閉店損失戻入益 － 31

その他 2 2

特別利益合計 95 132

特別損失

固定資産除却損 ※3 12 ※3 12

たな卸資産評価損 583 －

減損損失 ※4 525 ※4 475

賃貸借契約解約損 － 31

その他 94 9

特別損失合計 1,215 529

税金等調整前当期純利益 1,341 1,884

法人税、住民税及び事業税 758 178

法人税等調整額 △53 496

法人税等合計 705 675

当期純利益 636 1,209
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(3)連結株主資本等変動計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年２月21日
至 平成22年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年２月21日
至 平成23年２月20日)

株主資本

資本金

前期末残高 6,401 6,401

当期変動額

新株の発行 － 690

当期変動額合計 － 690

当期末残高 6,401 7,092

資本剰余金

前期末残高 5,686 5,686

当期変動額

新株の発行 － 690

当期変動額合計 － 690

当期末残高 5,686 6,377

利益剰余金

前期末残高 7,053 7,430

当期変動額

剰余金の配当 △258 △268

当期純利益 636 1,209

自己株式処分差損 △0 －

当期変動額合計 377 941

当期末残高 7,430 8,372

自己株式

前期末残高 △11 △12

当期変動額

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △12 △13

株主資本合計

前期末残高 19,130 19,506

当期変動額

新株の発行 － 1,380

剰余金の配当 △258 △268

当期純利益 636 1,209

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 0 －

自己株式処分差損 △0 －

当期変動額合計 376 2,320

当期末残高 19,506 21,827
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年２月21日
至 平成22年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年２月21日
至 平成23年２月20日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △88 △103

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△15 41

当期変動額合計 △15 41

当期末残高 △103 △61

評価・換算差額等合計

前期末残高 △88 △103

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△15 41

当期変動額合計 △15 41

当期末残高 △103 △61

新株予約権

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 6

当期変動額合計 － 6

当期末残高 － 6

純資産合計

前期末残高 19,042 19,403

当期変動額

新株の発行 － 1,380

剰余金の配当 △258 △268

当期純利益 636 1,209

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 0 －

自己株式処分差損 △0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △15 48

当期変動額合計 361 2,369

当期末残高 19,403 21,773
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(4)連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年２月21日
至 平成22年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年２月21日
至 平成23年２月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,341 1,884

減価償却費 1,399 1,174

減損損失 525 475

投資有価証券売却損益（△は益） 0 △2

賞与引当金の増減額（△は減少） △22 27

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △118 △55

退職給付引当金の増減額（△は減少） 119 △108

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 0

受取利息及び受取配当金 △139 △73

支払利息 91 71

固定資産除却損 12 12

売上債権の増減額（△は増加） △590 △389

たな卸資産の増減額（△は増加） 534 △863

仕入債務の増減額（△は減少） △207 72

未払消費税等の増減額（△は減少） △67 △26

その他の流動資産の増減額（△は増加） △39 △604

その他の流動負債の増減額（△は減少） 20 207

その他 19 △6

小計 2,879 1,796

利息及び配当金の受取額 105 41

利息の支払額 △87 △64

法人税等の支払額 △537 △894

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,361 878

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △1 △348

投資有価証券の売却による収入 0 1,004

有形固定資産の取得による支出 △777 △1,652

無形固定資産の取得による支出 △92 △170

貸付けによる支出 △171 △70

貸付金の回収による収入 173 163

差入保証金の差入による支出 △240 △293

差入保証金の回収による収入 677 718

預り保証金の受入による収入 22 22

預り保証金の返還による支出 △131 △154

その他 △88 △95

投資活動によるキャッシュ・フロー △628 △876
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年２月21日
至 平成22年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年２月21日
至 平成23年２月20日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 2,900 －

長期借入金の返済による支出 △3,955 △1,710

株式の発行による収入 － 1,380

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △258 △268

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,314 △599

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 418 △597

現金及び現金同等物の期首残高 3,739 4,157

会社分割に伴う現金及び現金同等物の減少額 － ※2 △142

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 4,157 ※1 3,418
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該当事項はありません。 

  

  

(5) 継続企業の前提に関する注記

(6) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自 平成21年２月21日
至 平成22年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年２月21日
至 平成23年２月20日)

１ 連結の範囲に関する事項 ① 連結子会社の数    ３社

  ㈱きずなフーズ、㈱ヤン・ヤン及

び㈱きずな総合開発であります。

① 連結子会社の数    ２社

  ㈱ヤン・ヤン及び㈱きずな総合開

発であります。 

前連結会計年度において、営業活動

を休止しておりました㈱きずなフー

ズは、平成23年２月10日に清算が結

了しております。

② 非連結子会社の数   ４社

  ㈱きずなインシュアランス、㈱Ｃ

ＦＳサンズ、㈱ホーム・ファーマシ

ー及び㈱函南ショッピングセンター

であります。

② 非連結子会社の数   ４社

     同左

③ 非連結子会社について連結の範囲

から除いた理由

  上記の非連結子会社は、いずれも

小規模会社であり、合計の総資産・

売上高・当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見合う

額)等はいずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため、連

結の範囲から除外しております。

③ 非連結子会社について連結の範囲

から除いた理由

   同左

２ 持分法の適用に関する事

項

非連結子会社４社につきましては、

それぞれ連結純損益及び連結利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外しております。

非連結子会社４社及び関連会社㈱れ

こっずにつきましては、それぞれ連結

純損益(持分に見合う額)及び連結利益

剰余金(持分に見合う額)等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用範囲か

ら除外しております。

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は、すべて連結決

算日と一致しております。

    同左

４ 会計処理基準に関する事

項

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

① 有価証券

 その他有価証券

 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法

(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定しております。)

① 有価証券

 その他有価証券

 時価のあるもの

  同左

  

  

 

 

 時価のないもの

移動平均法による原価法

 時価のないもの

  同左

② たな卸資産

 (イ)商品

    主として売価還元法による原

価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）

② たな卸資産

 (イ)商品

    同左

 (ロ)貯蔵品

    最終仕入原価法

 (ロ)貯蔵品

    同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年２月21日
至 平成22年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年２月21日
至 平成23年２月20日)

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

  主として定率法

  但し、平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備は除く)に

ついては、定額法を採用しており

ます。

  なお、主な耐用年数は、次のとお

りであります。

  建物及び構築物   10年～34年

  器具及び備品    ５年～８年

 （追加情報） 

平成20年の税制改正を契機に、機

械及び装置について資産の利用状

況等の見直しを行った結果、当連

結会計年度より耐用年数の変更を

行っております。 

これによる営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益に与え

る影響は軽微であります。

① 有形固定資産(リース資産を除く)

  主として定率法   

    但し、平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備は除く)に

ついては、定額法を採用しており

ます。

    なお、主な耐用年数は、次のとお

りであります。 
   建物及び構築物   10年～34年
   器具及び備品    ５年～８年

          ―――――

② 無形固定資産(リース資産を除く)

  定額法

  但し、ソフトウェア(自社利用分)

については、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法

② 無形固定資産(リース資産を除く)

    同左

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産 

    リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

    なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取

引開始日が平成21年２月20日以前

のものについては、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産 

        同左

     

  

 

  

 

  

 

 

④ 長期前払費用

  定額法

④ 長期前払費用

     同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年２月21日
至 平成22年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年２月21日
至 平成23年２月20日)

 (3) 重要な引当金の計上基

準

① 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等の特定債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

① 貸倒引当金

    同左

② 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

② 賞与引当金

    同左

③ 店舗閉鎖損失引当金

   店舗等の閉店・閉鎖等に伴い発生

すると見込まれる損失に備えるた

め、合理的に見込まれる損失額を計

上しております。

③ 店舗閉鎖損失引当金

    同左

④ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において発生

していると認められる額を計上して

おります。

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による定額法により

それぞれの発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。

④ 退職給付引当金

   同左 

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「「退職給

付に係る会計基準」の一部改正（そ

の３）」（企業会計基準第19号 平

成20年７月31日）を適用しておりま

す。 

 なお、これによる損益への影響は

ありません。

  (4) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

  消費税等の会計処理方法

    消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。

    なお、控除対象外消費税等につい

ては、発生連結会計年度の期間費用

としております。  

消費税等の会計処理方法

       同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

  該当事項はありません。        同左

６ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

    連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、現金及び預金(預入期間が３ヶ

月を超える定期預金を除く)並びに

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資で容易に換金可能

であり、かつ価値の変動について僅

少なリスクしか負わないものとして

おります。

       同左
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(7) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

 会計方針の変更

前連結会計年度
(自 平成21年２月21日
至 平成22年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年２月21日
至 平成23年２月20日)

（棚卸資産の評価に関する会計基準）  

通常販売目的で保有するたな卸資産については、従

来、主として売価還元法による原価法によっておりま

したが、当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会 平成18年７月５日 

企業会計基準第９号）を適用したことに伴い、主とし

て売価還元法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更し

ております。また、本会計基準を期首在庫評価から適

用したとみなし、期首在庫に含まれる変更差額を「た

な卸資産評価損」として特別損失に583百万円計上して

おります。  

これに伴い、従来の方法によった場合と比べて、売上

総利益、営業利益及び経常利益は、それぞれ40百万円

減少し、税金等調整前当期純利益は623百万円減少して

おります。

（企業結合に関する会計基準等の適用）  

当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」

（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財

務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成

20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第７号 平成20年12月26日）及び「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26

日）を適用しております。

（リース取引に関する会計基準）  

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっておりましたが、当連結会計年度より「リース

取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５

年６月17日(企業会計審議会第一部会)、平成19年３月

30日改正))及び「リース取引に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第16号(平成６年１月18

日(日本公認会計士協会 会計制度委員会)、平成19年３

月30日改正))を適用し、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。  

なお、リース取引開始日が平成21年２月20日以前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、引

き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

を採用しております。  

これによる損益に与える影響はありません。

─────

 表示方法の変更

前連結会計年度
(自 平成21年２月21日
至 平成22年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年２月21日
至 平成23年２月20日)

 (連結貸借対照表) 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年8月7日 内

閣府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計

年度において、「たな卸資産」として掲記されていた

ものは、当連結会計年度から「商品及び製品」「その

他」に区分掲記しております。なお、前連結会計年度

の「たな卸資産」に含まれる「商品及び製品」は、

11,393百万円であります。

（連結損益計算書） 

前連結会計年度において区分掲記しておりました営業

外収益の「協賛金収入」（当連結会計年度2百万円）

は、重要性が乏しいため、営業外収益の「その他」に

含めて表示しております。

―――――

―――――
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(8) 連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成22年２月20日)

当連結会計年度 
(平成23年２月20日)

※１ 非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。

投資有価証券(株式) 195百万円

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 342百万円

 

※２ 担保に供している資産は次のとおりであります。

    (担保に供している資産)

投資有価証券 1百万円

    (対応する債務)

買掛金 60百万円

 

※２ 担保に供している資産は次のとおりであります。

    (担保に供している資産)

投資有価証券 １百万円

    (対応する債務)

買掛金 48百万円
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年２月21日
至 平成22年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年２月21日
至 平成23年２月20日)

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に基づく簿価切下げ

後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原

価に含まれております。

40百万円

       ―――――      

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

広告宣伝費 3,564百万円

役員報酬、給与手当
及び賞与

16,285百万円

賞与引当金繰入額 593百万円

賃借料 8,515百万円

減価償却費 1,399百万円

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

広告宣伝費 3,064百万円

役員報酬、給与手当
及び賞与

13,696百万円

賞与引当金繰入額 449百万円

賃借料 7,529百万円

減価償却費 1,174百万円

※３ 固定資産除却損の主なものは次のとおりでありま

す。

工具、器具及び備品 4百万円

無形固定資産 6百万円

※３ 固定資産除却損の主なものは次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 10百万円

工具、器具及び備品 1百万円

※４ 減損損失 ※４ 減損損失

当連結会計年度において、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしました。

当連結会計年度において、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしました。

(1)減損損失を認識した資産グループの概要 (1)減損損失を認識した資産グループの概要

 

用途 種類 場所 金額

店舗
建物及び 
構築物等

静岡県 
(6件)

320百万円

店舗
建物及び 
構築物等

神奈川県 
(8件)

163百万円

店舗
建物及び 
構築物等

東京都 
(3件)

41百万円

 

用途 種類 場所 金額

店舗
リー ス
資産等

静岡県 
(4件)

151百万円

店舗
リー ス
資産等

神奈川県 
(4件)

279百万円

店舗
リー ス
資産等

東京都 
(1件)

44百万円

(2)減損損失の認識に至った経緯 (2)減損損失の認識に至った経緯

店舗における営業活動から生ずる損益が継続して

マイナスまたは継続してマイナスとなる見込みで

ある資産グループについては、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上いたしました。

店舗における営業活動から生ずる損益が継続して

マイナスまたは継続してマイナスとなる見込みで

ある資産グループについては、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上いたしました。

(3)減損損失の金額 (3)減損損失の金額

 

種類 金額

建物及び構築物 404百万円

その他 46百万円

リース資産 74百万円

合計 525百万円
 

種類 金額

建物及び構築物 9百万円

その他 0百万円

リース資産 466百万円

合計 475百万円

(4)資産のグルーピングの方法 (4)資産のグルーピングの方法

キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、

店舗を基本単位とし、遊休資産については物件単

位ごとにグルーピングしております。

キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、

店舗を基本単位とし、遊休資産については物件単

位ごとにグルーピングしております。

(5)回収可能価額の算定方法 (5)回収可能価額の算定方法

資産グループの回収可能価額は、使用価値により

測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが

マイナスであるため、回収可能価額を零として評

価しております。

資産グループの回収可能価額は、使用価値により

測定しております。使用価値は、将来キャッシ

ュ・フローを4.5％で割り引いて算定しておりま

す。
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(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加1,660株及び減少400株は、単元未満株式の買取り・売渡しによる増加・

減少であります。 
  

 
  

 
  

 
(注１) 普通株式の増加数の内訳は、次の通りであります。 

第三者割当による新株の発行による増加       2,300,000株 

新株予約権の行使による新株の発行による増加 1,000株 
  

(注２) 普通株式の自己株式の株式数の増加1,970株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
  

 
  

 

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成21年２月21日 至 平成22年２月20日)
１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末 
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少 
株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

普通株式 32,381,678 ― ― 32,381,678

合計 32,381,678 ― ― 32,381,678

自己株式

普通株式 17,353 1,660 400 18,613

合計 17,353 1,660 400 18,613

２ 配当に関する事項
(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成21年５月18日 
定時株主総会

普通株式 129 4.00 平成21年２月20日 平成21年５月19日

平成21年９月29日 
取締役会

普通株式 129 4.00 平成21年８月20日 平成21年11月４日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年５月17日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 129 4.00 平成22年２月20日 平成22年５月18日

当連結会計年度(自 平成22年２月21日 至 平成23年２月20日)
１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末 
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少 
株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式

普通株式(注1) 32,381,678 2,301,000 ― 34,682,678

合計 32,381,678 2,301,000 ― 34,682,678

自己株式

普通株式(注2) 18,613 1,970 ― 20,583

合計 18,613 1,970 ― 20,583

２ 配当に関する事項
(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成22年５月17日 
定時株主総会

普通株式 129 4.00 平成22年２月20日 平成22年５月18日

平成22年９月27日 
取締役会

普通株式 138 4.00 平成22年８月20日 平成22年11月１日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年５月17日 
定時株主総会予定

普通株式 利益剰余金 138 4.00 平成23年２月20日 平成23年５月18日
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前連結会計年度(自平成21年２月21日 至平成22年２月20日)及び当連結会計年度（自平成22年２月

21日 至平成23年２月20日） 

商品小売業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全

セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自平成21年２月21日 至平成22年２月20日)及び当連結会計年度(自平成22年２月

21日 至平成23年２月20日) 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自平成21年２月21日 至平成22年２月20日)及び当連結会計年度(自平成22年２月

21日 至平成23年２月20日) 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年２月21日
至 平成22年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年２月21日
至 平成23年２月20日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,157百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 ─百万円

現金及び現金同等物の期末残高 4,157百万円
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,418百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 ―百万円

現金及び現金同等物の期末残高 3,418百万円

―───────

 

※２ 会社分割により減少した資産及び負債の主な内訳
 当社は、平成22年８月21日をもってスーパーマー
ケット事業部門を吸収分割方式により、当社１０
０％子会社のイオンキミサワ株式会社（平成22年４
月６日設立）に継承し、同時に、所有するイオンキ
ミサワ株式会社の株式のすべてをイオン株式会社に
譲渡いたしました。分割した資産及び負債は次のと
おりであります。

流動資産 1,169百万円

固定資産 4,181百万円

流動負債 3,713百万円

固定負債 843百万円

  なお、会社分割による現金及び現金同等物の減少額
は、142百万円であり、流動資産1,169百万円に含ま
れております。

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高
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(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成22年２月20日)

当連結会計年度 
(平成23年２月20日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 貸倒引当金 16百万円

 未払カード販促費 634百万円

 賞与引当金 241百万円

 未払事業税 89百万円

 会員権評価損 23百万円

 退職給付引当金 410百万円

 長期未払金 33百万円

 店舗閉鎖損失引当金 99百万円

 減損損失 1,005百万円

 その他有価証券評価差額金 41百万円

 その他 186百万円

 繰延税金資産小計 2,782百万円

 評価性引当額 △811百万円

 繰延税金負債との相殺 △59百万円

繰延税金資産合計 1,911百万円

（繰延税金負債）

 固定資産圧縮積立金 △44百万円

 その他 △14百万円

 繰延税金負債小計 △59百万円

 繰延税金資産との相殺 59百万円

繰延税金負債合計 △0百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

貸倒引当金 2百万円

未払カード販促費 481百万円

賞与引当金 181百万円

未払事業税 26百万円

会員権評価損 10百万円

退職給付引当金 231百万円

長期未払金 19百万円

店舗閉鎖損失引当金 50百万円

減損損失 851百万円

その他有価証券評価差額金 24百万円

その他 77百万円

繰延税金資産小計 1,958百万円

評価性引当額 △536百万円

繰延税金負債との相殺 △6百万円

繰延税金資産合計 1,415百万円

（繰延税金負債）

固定資産圧縮積立金 △5百万円

その他 △0百万円

繰延税金負債小計 △6百万円

繰延税金資産との相殺 6百万円

繰延税金負債合計 ―百万円

繰延税金資産純額 1,415百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されな
い項目

0.5％

受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目

△4.5％

住民税均等割 10.2％

評価性引当金の増減 9.8％

繰越欠損金 △6.1％

その他 2.3％

税効果会計適用後の法人税負担率 52.6％
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されな
い項目

1.5％

受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目

△1.1％

住民税均等割 7.4％

評価性引当金の増減 △13.7％

その他 1.3％

税効果会計適用後の法人税負担率 35.8％
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前連結会計年度(平成22年２月20日現在) 
１  その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
(注) 株式の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％～

50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行うこととしております。 
  

 
  

３  時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

 
  
当連結会計年度(平成23年２月20日現在) 
１ その他有価証券 

 
(注) 株式の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％～

50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行うこととしております。 
  
２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 
  

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

 
  

(有価証券関係)

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

① 株式 99 130 31

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

  小計 99 130 31

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

① 株式 585 450 △135

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

  小計 585 450 △135

合計 684 581 △103

２  当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

0 0 0

連結貸借対照表計上額

非上場株式 27百万円

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

取得原価
（百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

① 株式 134 92 42

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

  小計 134 92 42

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

① 株式 481 585 △104

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

  小計 481 585 △104

合計 616 677 △61

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

10 3 0

連結貸借対照表計上額

非上場株式 26百万円
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(退職給付関係)

前連結会計年度
(自 平成21年２月21日
至 平成22年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年２月21日
至 平成23年２月20日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、

適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に

準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされな

い割増退職金を支払う場合があります。

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、

共同委託契約の適格退職年金制度及び退職一時金制度

を設けております。また、従業員の退職等に際して、

退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務

の対象とされない割増退職金を支払う場合がありま

す。

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成22年２月20日現在)

イ 退職給付債務 △4,304百万円

ロ 年金資産 2,913百万円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △1,390百万円

ニ 未認識数理計算上の差異 375百万円

ホ 未認識過去勤務債務 
  (債務の減額)

─百万円

ヘ 連結貸借対照表計上額純額 
  (ハ＋ニ＋ホ)

△1,015百万円

ト 前払年金費用 ─百万円

チ 退職給付引当金(ヘ＋ト) △1,015百万円

 (注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成23年２月20日現在)

イ 退職給付債務 △2,743百万円

ロ 年金資産 2,044百万円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △698百万円

ニ 未認識数理計算上の差異 126百万円

ホ 未認識過去勤務債務
  (債務の減額)

―百万円

ヘ 連結貸借対照表計上額純額 
  (ハ＋ニ＋ホ)

△571百万円

ト 前払年金費用 ―百万円

チ 退職給付引当金(ヘ＋ト) △571百万円

 (注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

(自平成21年２月21日 至平成22年２月20日)

イ 勤務費用 306百万円

ロ 利息費用 83百万円

ハ 期待運用収益 △47百万円

ニ 過去勤務債務の費用処理額 ─百万円

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 103百万円

ヘ 臨時に支払った割増退職金 6百万円

ト 退職給付費用 
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)

452百万円

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は「イ 勤務費用」に計上しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

(自平成22年２月21日 至平成23年２月20日)

イ 勤務費用 239百万円

ロ 利息費用 69百万円

ハ 期待運用収益 △47百万円

ニ 過去勤務債務の費用処理額 ―百万円

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 2百万円

ヘ 臨時に支払った割増退職金 15百万円

ト 退職給付費用
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)

278百万円

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は「イ 勤務費用」に計上しております。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(平成22年２月20日現在)

イ 退職給付見込額の期間按分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.00％

ハ 期待運用収益率 2.00％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 ―

ホ 数理計算上の差異の処理年数 ５年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(平成23年２月20日現在)

イ 退職給付見込額の期間按分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.00％

ハ 期待運用収益率 2.00％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 ―

ホ 数理計算上の差異の処理年数 ５年
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前連結会計年度(自 平成21年２月21日 至 平成22年２月20日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成22年２月21日 至 平成23年２月20日） 

共通支配下の取引等 

(1)企業結合の概要 

①対象となった事業の名称及びその事業の内容 

当社のスーパーマーケット事業 

②企業結合日 

平成22年８月21日 

③企業結合の法的形式 

当社を分割会社とし、イオンキミサワ株式会社（当社子会社）を承継会社とする会社分割 

④結合後企業の名称 

イオンキミサワ株式会社 

⑤取引の目的を含む取引の概要 

当社は平成22年３月９日にイオン株式会社（当社親会社）と締結した基本合意書において、当社

のスーパーマーケット事業部門を、新たな成長に向け当社より分離させ、イオン株式会社に引き継

ぐことに合意いたしました。この合意は、中期３ヶ年経営計画で掲げた収益部門化を達成し、新し

い店舗フォーマットの開発、確立に向けて確実に進んでいる同事業部門について、これまでの成果

を踏まえ、「キミサワ」ブランドの強化と更なる成長発展を図るために新たなステージを準備する

必要があるとの相互認識に基づくものであります。そのために、同事業部門をイオン株式会社の直

接子会社にすることにより、イオン株式会社の経営資源を全面的に活用できる体制のもとで、「キ

ミサワ」の人財、路線を継承しながら収益基盤の強化、店舗網の充実強化を実現し「キミサワ」ブ

ランドの復権を目指すことといたしました。 

また、平成22年８月21日に所有するイオンキミサワ株式会社の株式のすべてをイオン株式会社に

譲渡しております。 

(2)実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26

日）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。 

(企業結合等関係)
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１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

２ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

 
  

リース取引、関連当事者との取引、金融商品、デリバティブ取引、ストック・オプション等及

び賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考

えられるため開示を省略しております。 

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成21年２月21日
 至 平成22年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年２月21日
至 平成23年２月20日)

１株当たり純資産額 599.55円 １株当たり純資産額 627.95円

１株当たり当期純利益金額 19.66円 １株当たり当期純利益金額 35.46円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式がないため記載しておりません。

 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

35.45円

前連結会計年度
（平成22年２月20日）

当連結会計年度 
（平成23年２月20日）

純資産の部の合計額（百万円） 19,403 21,773

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 19,403 21,766

差額の主な内訳（百万円） 

 新株予約権
― 6

普通株式の発行済株式数（株） 32,381,678 34,682,678

普通株式の自己株式数（株） 18,613 20,583

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

普通株式の数（株）
32,363,065 34,662,095

前連結会計年度
（自 平成21年２月21日
   至 平成22年２月20日）

当連結会計年度 
（自 平成22年２月21日 

    至 平成23年２月20日）

当期純利益（百万円） 636 1,209

普通株式に係る当期純利益（百万円） 636 1,209

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（株） 32,363,252 34,107,968

当期純利益調整額（百万円） ― ―

普通株式増加数（株） ― 11,396

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含まれな

かった潜在株式の概要

― ―

(開示の省略)
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(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自 平成21年２月21日
至 平成22年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年２月21日
至 平成23年２月20日)

１  第三者割当による新株式発行

当社は、平成22年３月24日開催の取締役会において、

第三者割当による新株式発行を決議しました。その概

要は次のとおりであります。

１. 募集等の方法
イオン株式会社を割当先と

する第三者割当

２．
発行する株式の種類
及び数(注)

普通株式 6,000,000株

３. 発行価額 １株につき 600円

４. 発行総額 3,600,000,000円

５. 資本組入れ額 1,800,000,000円

６. 申込期日 平成22年５月19日（水）

７. 払込期日 平成22年５月20日（木）

８. 資金の使途

本増資により発行される株
式の募集により調達する資
金の使途につきましては、
新規出店、店舗改装、ＩＴ
投資、新規事業開発等によ
る当社事業の規模拡大と競
争力の強化に充てる予定で
あります。

９. その他重要な事項

この第三者割当増資によ
り、当該増資を引き受ける
イオン株式会社は、当社の
親会社となる見込みです。

(注)割当先であるイオン株式会社において実施した当

社普通株式を対象とする公開買付けが成立し終了

しました。これに伴い、イオン株式会社は公開買

付けにより取得した当社普通株式4,300,000株と

合わせて、本増資後の当社発行済株式総数（自己

株式を除く）に対する同社の所有割合が51％を目

処とする過半数となる株数のみ同社は申込みの

上、これを引き受けることになっております。

―――――
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前連結会計年度
(自 平成21年２月21日
至 平成22年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成22年２月21日
至 平成23年２月20日)

 

 

２  スーパーマーケット事業部門の事業承継について

当社は、平成22年４月８日開催の取締役会において、

当社100％子会社であるイオンキミサワ株式会社(平成

22年４月６日設立)に当社のスーパーマーケット事業

部門を承継させることを決議し、同日同社と吸収分割

契約を締結しました。また、同日当社とイオン株式会

社は、事業承継の方法としてイオンキミサワ株式の全

てをイオン株式会社に譲渡することに合意しました。 

本吸収分割の実施予定日(効力発生日)は、平成22年８

月21日であり、同日付けで当社はイオンキミサワ株式

をイオン株式会社へ譲渡する予定であります。

①会社分割する事業内容、規模

分割する事業内容 スーパーマーケット事業

分割する事業規模 営業収益 40,457百万円(平成22年２月期)

②会社分割の形態

 当社を分割会社とし、イオンキミサワ株式会社を承

継会社とする吸収分割であります。

③会社分割に係る分割会社又は承継会社の名称、事  

業内容、資産・負債及び純資産の額、従業員数等

分割会社 
(平成22年２月20日現在)

承継会社 
(平成22年４月６日現在)

ａ. 名 称
株式会社ＣＦＳコーポ

レーション

イオンキミサワ株式

会社

ｂ. 事業内容

ドラッグストア・スー

パーマーケット等小売

及び小売周辺業務

スーパーマーケット

等小売及び小売周辺

業務

ｃ. 総 資 産 44,854百万円 200百万円

ｄ. 負  債 26,002百万円 ―

ｅ. 純 資 産 18,851百万円 200百万円

ｆ. 従業員数 1,484名 ―

(注)承継会社は、平成22年４月６日設立のため、まだ決算期を迎えてお

りません。

④イオン株式会社へのイオンキミサワ株式の譲渡価額
等

 譲渡価額その他の条件については、今後当社とイオ

ン株式会社で協議し決定します。

―――――
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5.個別財務諸表

(1)貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年２月20日)

当事業年度
(平成23年２月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,653 2,866

受取手形及び売掛金 2,731 3,055

商品及び製品 10,870 10,889

原材料及び貯蔵品 68 59

前払費用 327 250

繰延税金資産 1,119 779

未収入金 1,226 1,618

その他 213 463

貸倒引当金 △35 △0

流動資産合計 20,174 19,982

固定資産

有形固定資産

建物 13,595 11,190

減価償却累計額 △8,992 △6,986

建物（純額） 4,602 4,204

構築物 2,592 2,128

減価償却累計額 △1,958 △1,583

構築物（純額） 633 545

機械及び装置 286 －

減価償却累計額 △233 －

機械及び装置（純額） 53 －

工具、器具及び備品 3,892 3,094

減価償却累計額 △3,209 △2,405

工具、器具及び備品（純額） 683 689

土地 4,817 3,547

リース資産 － 235

減価償却累計額 － △14

リース資産（純額） － 220

建設仮勘定 126 243

その他 － 44

減価償却累計額 － △42

その他（純額） － 2

有形固定資産合計 10,915 9,452

無形固定資産

のれん － 8

借地権 113 139

商標権 3 2

ソフトウエア 330 248
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年２月20日)

当事業年度
(平成23年２月20日)

電話加入権 88 71

水道施設利用権 4 3

無形固定資産合計 540 473

投資その他の資産

投資有価証券 599 637

関係会社株式 295 442

出資金 15 3

長期貸付金 1,465 1,167

関係会社長期貸付金 9 6

長期前払費用 459 322

差入保証金 9,664 7,831

保険積立金 0 －

繰延税金資産 742 577

その他 2 0

貸倒引当金 △31 △31

投資その他の資産合計 13,222 10,957

固定資産合計 24,679 20,883

資産合計 44,854 40,865

負債の部

流動負債

買掛金 12,304 9,925

1年内返済予定の長期借入金 1,710 1,865

未払金 2,089 1,622

未払法人税等 596 －

未払消費税等 196 169

未払費用 1,775 1,329

前受金 18 4

商品券 144 108

預り金 79 166

賞与引当金 577 439

店舗閉鎖損失引当金 235 116

その他 101 130

流動負債合計 19,829 15,878

固定負債

長期借入金 3,725 1,860

退職給付引当金 945 523

長期預り保証金 1,402 806

その他 99 625

固定負債合計 6,172 3,816

負債合計 26,002 19,694
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年２月20日)

当事業年度
(平成23年２月20日)

純資産の部

株主資本

資本金 6,401 7,092

資本剰余金

資本準備金 5,686 6,377

資本剰余金合計 5,686 6,377

利益剰余金

利益準備金 1,235 1,235

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 66 8

別途積立金 4,272 4,272

繰越利益剰余金 1,305 2,253

利益剰余金合計 6,879 7,770

自己株式 △12 △13

株主資本合計 18,955 21,226

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △103 △61

評価・換算差額等合計 △103 △61

新株予約権 － 6

純資産合計 18,851 21,171

負債純資産合計 44,854 40,865
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(2)損益計算書

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年２月21日
至 平成22年２月20日)

当事業年度
(自 平成22年２月21日
至 平成23年２月20日)

売上高 142,060 119,097

売上原価

商品期首たな卸高 11,383 10,870

当期商品仕入高 102,882 86,307

合計 114,266 97,178

他勘定振替高 583 842

商品期末たな卸高 10,870 10,889

売上原価合計 102,812 85,446

売上総利益 39,248 33,650

営業収入

不動産賃貸収入 721 732

その他の営業収入 222 442

営業総収入合計 943 1,174

営業総利益 40,192 34,825

販売費及び一般管理費

役員報酬 155 169

給料 14,168 11,872

賞与 1,351 1,233

賞与引当金繰入額 577 439

退職給付費用 430 273

福利厚生費 1,800 1,588

広告宣伝費 3,394 2,905

通信交通費 309 307

消耗品費 523 401

車両費 19 19

水道光熱費 1,344 1,111

修繕維持費 1,493 1,103

地代家賃 7,935 7,232

賃借料 592 427

減価償却費 1,390 1,158

租税公課 777 790

雑費 1,600 1,605

販売費及び一般管理費合計 37,866 32,642

営業利益 2,325 2,183

営業外収益

受取利息 53 44

受取配当金 155 56

固定資産受贈益 28 40

雑収入 101 69

営業外収益合計 338 211
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年２月21日
至 平成22年２月20日)

当事業年度
(自 平成22年２月21日
至 平成23年２月20日)

営業外費用

支払利息 91 71

店舗閉鎖損失 － 30

貸倒引当金繰入額 35 17

雑損失 24 32

営業外費用合計 151 150

経常利益 2,513 2,244

特別利益

投資有価証券売却益 － 2

店舗閉鎖損失引当金戻入額 53 33

違約金収入 － 16

閉店損失戻入益 － 31

特別利益合計 53 83

特別損失

固定資産除却損 6 12

減損損失 527 475

たな卸資産評価損 583 －

災害による損失 32 －

関係会社株式評価損 38 －

賃貸借契約解約損 － 31

その他 43 1

特別損失合計 1,231 520

税引前当期純利益 1,335 1,806

法人税、住民税及び事業税 719 142

法人税等調整額 △64 505

法人税等合計 655 647

当期純利益 679 1,159
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(3)株主資本等変動計算書

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年２月21日
至 平成22年２月20日)

当事業年度
(自 平成22年２月21日
至 平成23年２月20日)

株主資本

資本金

前期末残高 6,401 6,401

当期変動額

新株の発行 － 690

当期変動額合計 － 690

当期末残高 6,401 7,092

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 5,686 5,686

当期変動額

新株の発行 － 690

当期変動額合計 － 690

当期末残高 5,686 6,377

資本剰余金合計

前期末残高 5,686 5,686

当期変動額

新株の発行 － 690

当期変動額合計 － 690

当期末残高 5,686 6,377

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 1,235 1,235

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,235 1,235

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

前期末残高 79 66

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △13 △57

当期変動額合計 △13 △57

当期末残高 66 8

別途積立金

前期末残高 4,272 4,272

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,272 4,272

繰越利益剰余金

前期末残高 870 1,305
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年２月21日
至 平成22年２月20日)

当事業年度
(自 平成22年２月21日
至 平成23年２月20日)

当期変動額

剰余金の配当 △258 △268

固定資産圧縮積立金の取崩 13 57

当期純利益 679 1,159

自己株式処分差損 △0 －

当期変動額合計 434 948

当期末残高 1,305 2,253

利益剰余金合計

前期末残高 6,458 6,879

当期変動額

剰余金の配当 △258 △268

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

当期純利益 679 1,159

自己株式処分差損 △0 －

当期変動額合計 420 891

当期末残高 6,879 7,770

自己株式

前期末残高 △11 △12

当期変動額

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △12 △13

株主資本合計

前期末残高 18,535 18,955

当期変動額

新株の発行 － 1,380

剰余金の配当 △258 △268

当期純利益 679 1,159

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 0 －

自己株式処分差損 △0 －

当期変動額合計 419 2,270

当期末残高 18,955 21,226
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年２月21日
至 平成22年２月20日)

当事業年度
(自 平成22年２月21日
至 平成23年２月20日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △88 △103

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△15 42

当期変動額合計 △15 42

当期末残高 △103 △61

評価・換算差額等合計

前期末残高 △88 △103

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△15 42

当期変動額合計 △15 42

当期末残高 △103 △61

新株予約権

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 6

当期変動額合計 － 6

当期末残高 － 6

純資産合計

前期末残高 18,447 18,851

当期変動額

新株の発行 － 1,380

剰余金の配当 △258 △268

当期純利益 679 1,159

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 0 －

自己株式処分差損 △0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △15 49

当期変動額合計 404 2,319

当期末残高 18,851 21,171
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該当事項はありません。 

(4) 継続企業の前提に関する注記
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6. その他

(1) 役員の異動 

   該当事項はありません。

(2) その他

事業別販売実績

（単位：百万円）
前連結会計年度 当連結会計年度

増減   
（△は減）

(自 平成21年２月21日 (自 平成22年２月21日

 至 平成22年２月20日) 至 平成23年２月20日)

売上高 構成比(%) 売上高 構成比(%)

商
品
小
売
業

ドラッグストア事業 100,667 69.7 100,130 82.1 △ 536

スーパーマーケット事業 41,231 28.6 18,867 15.5 △ 22,364

ドーナツ製造販売 1,142 0.8 1,079 0.9 △ 63

商  品  供  給 他 800 0.6 993 0.8 193

商 品 小 売 業 計 143,842 99.7 121,071 99.3 △ 22,771

そ  の  他  事  業 495 0.3 900 0.7 404

合   計 144,338 100.0 121,971 100.0 △ 22,366

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

  ２ スーパーマーケット事業の事業承継に伴い、第３四半期連結会計期間より同事業にかかる販売実績

はありません。

商品部門別売上状況

（単位：百万円）
前連結会計年度 当連結会計年度

増減   
（△は減）

(自 平成21年２月21日 (自 平成22年２月21日

 至 平成22年２月20日) 至 平成23年２月20日)

売上高 構成比(%) 売上高 構成比(%)

商
品
小
売
業

一 般 食 料 品 32,613 22.6 23,055 18.9 △ 9,558

生 鮮 食 料 品 17,943 12.4 8,193 6.7 △ 9,749

雑    貨    品 34,770 24.1 32,066 26.3 △ 2,703

薬          品 29,025 20.1 28,996 23.8 △ 29

化    粧    品 28,336 19.6 27,501 22.6 △ 835

そ    の    他 353 0.3 264 0.2 △ 89

小      計 143,043 99.1 120,077 98.5 △ 22,965

商 品 供 給 他 799 0.6 993 0.8 194

商品小売業他 143,842 99.7 121,071 99.3 △ 22,771

そ の 他 事 業 495 0.3 900 0.7 404

合       計 144,338 100.0 121,971 100.0 △ 22,366

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 ２ スーパーマーケット事業の事業承継に伴い、第３四半期連結会計期間より同事業にかかる主に一般・
生鮮食料品等の部門の売上がなくなっております。
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